申請年月日　平成　　年　　月　　日
	申請企業名

又は個人名
	
	代表者名

 
	

	住　所
	〒

	TEL
	
	FAX
	

	E-mail
	
	URL
	


	１．新規創業　
	２．新分野進出　　


１）申請事業テーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　（※事業テーマは必ずご記入下さい。また、出来るだけ30字以内に納めてください。）
２）企業概要

	設立年月
	　　年　　月（予定含）
	業　種
	
	資本金
	千円

	生産品目又

は販売品目
	

	主要販売先
	

	従業者数
	名　（内訳　　役員：　　　　名　従業員：　　　　名）

	特許等（出願中を含めて）　　有、　無
	有りの場合その番号 
	


３）代表者略歴
	


４）申請事業の概要等
	事業化の背景・動機；


	事業の概要；

	商品又はサービスの機能、特徴等（新規性）；


	既存の商品又はサービスとの比較（独自性）；


	対象とする市場；


	販売方法;


	期待される効果；



５）今後の事業計画

　事業計画表（四半期毎の計画を矢印　　　　　で記入して下さい。）
	項　目　　　　　　　　　　　　
	平成　　年
	平成　　年
	平成　　年

	
	1～

　3月
	4～

6月
	7～

　9月
	10～

12月
	1～

　3月
	4～

6月
	7～

　9月
	10～

12月
	1～

　3月
	4～

6月
	7～

　9月
	10～

12月

	開発
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	商品化
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	販売
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


本事業（販売開始後）による年度毎の商品・サービス等の売上計画・利益計画　（単位：個、千円）

	
	売上数計画
	売上金額計画
	営業利益計画
	備　　考

	初年度
	
	
	
	

	２年目
	
	
	
	

	３年目
	
	
	
	


６）現在保有の経営資源等
	技術・ノウハウ；


	自己資金等；


	人脈・人材；


	その他；




７）過去3年間の決算内容（単位：千円）　創業３年未満の企業については実績分を記入して下さい。

	損益計算書
	
	貸借対照表

	
	Ｈ　　年

月
	Ｈ　　年

月
	Ｈ　　年

　　　月
	
	
	Ｈ　　年

　　　月
	Ｈ　　年

　　　月
	Ｈ　　年

　　　月
	備考

	売上高
	
	
	
	
	流動資産
	
	
	
	

	売上総利益
	
	
	
	
	固定資産
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	繰延資産
	
	
	
	

	経常利益
	
	
	
	
	資産合計
	
	
	
	

	当期利益
	
	
	
	
	流動負債
	(       )
	(       )
	(       )
	

	課税所得額
	
	
	
	
	固定負債
	(       )
	(       )
	(       )
	

	納税額
	
	
	
	
	自己資本
	
	
	
	


※「負債」中括弧内は有利子負債額　
※　事業可能性評価委員会に諮る予定の案件につきましては、後日決算報告書をご提出いただきます
８）これまでの公社利用事業　　※該当項目を○で囲んでください
	１　ワンストップ総合相談　２　専門家派遣　３　ＴＯＫＹＯ起業塾　４　創業支援施設の提供

５　ニューマーケット開拓支援　６　海外販路開拓支援　７　知的財産支援　８　下請取引の情報提供
９　各種助成事業　10　設備リース事業　11各種研修・セミナー　12利用なし
13　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


９）申込みのきっかけ・動機　　　※該当項目を○で囲んでください

	申込みのきっかけ [ 1. 公社HP等   2.紹介(ⅰ.関係機関   ⅱ.知人   ⅲ.その他 )   3.その他    ]

申込みの動機　   [ 1. 評価を受ける　2.事業の推奨　 3.金融支援  4.販路開拓支援  5.その他支援 ]


【 申込者情報のお取り扱いについて 】
＜利用目的＞

１．当該事業の運営管理・統計分析のために使用します。

２．各種事業案内や調査依頼を行う場合があります。

　　　※ 上記２を希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。

第三者への提供　→　原則として行いませんが、以下により行政機関へ提供する場合があります。

・ 目的 ： 各種事業案内、調査依頼

・ 項目 ： 氏名、連絡先等、当該事業申込書記載の内容

・ 手段 ： 電子データ、プリントアウトした用紙

　 　※ 希望されない方は、当該事業担当者までご連絡ください。

· 個人情報は「個人情報の保護に関する要綱」に基づき管理しております。

当要綱は、公社ホームページ（　http://www.tokyo-kosha.or.jp　）より閲覧及びダウンロードすることができますので併せてご参照ください。
様式１





事業可能性評価　申込書
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